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はじめに
高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で

自立した日常生活を営むためには心身機能
の維持・向上が重要である。我が国では、
超高齢化社会を迎え、健康寿命の延伸を目
的とした介護予防事業が各地で展開されて
いる。これまで住民主体の通いの場におけ
る体操を推進するために近隣住民を対象に
介護予防教室を開催している。なぜなら、
運動機能の低下が日常生活活動や手段的日
常生活動作に大きな影響を与えるからであ
る。介護予防事業の運動内容や実施回数な

どは地域により異なり、どのような運動プ
ログラムが有効なのかは不明である（1）。
また、同様のプログラムを実施しても利用
者の年齢や身体機能には差があり運動効果
が異なる（2,3）。先行研究では、介護予防
教室の取り組みや介入前後の運動効果につ
いての報告は散見される（4,5）。これらの
先行研究では、介護予防教室に参加した利
用者の介入効果を検証できるが、介護教室
の初日に、任意に申し込まれた参加者の筋
力、バランス能力、移動能力を含めた総合
能力と日常生活の様子を把握することは困
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要旨
【目的】
本研究は、介護予防教室に参加した対象者をクラスター分析により類型化し、

その各類型の特徴と活動状況との関係性を明らかにすることを目的とした。
【方法】
対象は、当院の介護予防教室に参加した 58名とした。分析方法は、参加時

の握力、片脚立位時間、30秒椅子立ち上がりテスト（以下、CS30）、Timed 
Up & Go test（以下、TUG）を用いてクラスター分析により類型化した。次に、
グループ化された各類型の特徴と参加時の日常の活動状況に関するアンケート
調査の結果との関連性も検討した。
【結果】
対象者 58名は、クラスター分析により大きく 2群に類型化された。A群は、

B群に比べて年齢、TUGは有意に低値であった。また、A群は、B群に比べ
て片脚立位時間、CS３０は有意に高値であった。以上の結果から、各群の特
徴は、A（年齢が高く・運動機能が不良）群とB（年齢が低く・運動機能が良
好）群であった。さらに、日常の活動状況との関連性を比較した結果、A群は、
B群に比べて、階段を手すりや壁をつたわらずに昇れる者が有意に少なく、転
倒に対する不安を抱えるものが有意に多かった。
【結論】
介護予防教室に参加した対象者の年齢と 3つの運動機能から 2群に分けるこ

とで、対象者の現状の運動機能や活動状況を把握できる一定の結果を得た。
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難である。もし、介護予防教室時の参加者
の属性、運動機能に関連する評価項目から
特性を把握し、その特性から現在の活動状
況を明らかにすることができれば、特性ご
とのプログラムの立案や支援が可能になる
と考える。そこで、本研究の目的は、介護
予防教室に参加した対象者をクラスター分
析により類型化し、その各類型の特徴と活
動状況との関係性を明らかにすることとし
た。

対象と方法
本研究のデザイン
対象者 　
対象は、平成 30年 4月に介護予防教室

に参加した 58名（平均年齢：76.0 歳、性
別：男性 6名、女性 52名）とした。対象
者は、介護予防教室が開催される場所の近
隣住民で運動麻痺などの身体障害がなく屋
外歩行や日常生活は自立していた。なお、
本研究は、和光リハビリテーション病院倫
理審査委員会の承認（承認番号：180105）
を得て行った。
方法 
　対象者の特徴の抽出
　クラスター分析とは、対象者のデータか
ら互いに似たものを集めてグループ化し自
動的に分類する手法である。これまでの転
倒のリスクがあるカットオフ値は、握力、
バランス能力、移動能力の単一の項目ごと
のカットオフ値であり、参加者の総合的な
運動能力を把握することはできない。そこ
で、本研究の対象者の総合的な運動機能の
把握と類型化されたグループの日常生活活
動を比較するために、この手法を使用した。
対象者を類型化するためにクラスター分析
で用いる評価項目は、「理学療法診療ガイ
ドライン」（6）で推奨されている評価項目
を選定した。身体機能・運動機能の指標と
して、左右両側の握力と片脚立位時間、30
秒椅子立ち上がりテスト（以下、CS30）
とした。移動能力の指標として Timed Up 
& Go test（以下、TUG）とした。
　対象者の類型化と背景、運動機能、活動
状況の比較
各グループ（群）の特徴を把握するため、
クラスター分析により得られたAB2群を
従属変数、各群を独立変数として左右両側
の握力と片脚立位時間、CS30、TUG、年
齢、性別についてｔ検定およびχ2検定を
行った。なお t 検定に関し、等分散と判定
されなかったものはWelch の補正によ
る t 検定を行った。それぞれの項目で群間
に有意差を認めた項目を用いて特徴付けを
行った。
類型化された群の活動状況との関連性を
検討するために、活動状況の指標は、介護

予防事業で使用する基本チェックリスト
（7）の生活機能、運動機能、栄養状態、口
腔機能、閉じこもり、認知症の 6項目、
計 25問の中から生活機能の項目（一人で
バスや電車を利用しての外出の可否、日用
品の買い物の可否）と運動機能の項目（手
すりを使用しないで階段昇降の可否、15
分間連続歩行の可否、1年以内の転倒の有
無、転倒の不安の有無）の 6項目を用いて
比較検討した。統計解析には解析ソフト 
SPSS for windows（version25, IBM, 
Armonk, New York）を使用し、統計学的
有意水準は 5％とした。

結果
　対象者の内訳
対象者の属性は、平均年齢 76.9±6.9 歳、

性別は男性 6名、女性 52名であった。対
象者の握力は、平均右 21.6±5.9kg、平均
左 20.7±6.3kg であった。片脚立位時間は、
平均右 20.4±30.4 秒、平均左 20.6±29.4
秒であった。CS30 は、平均 16.7±4.4 回
であった。TUGは、平均 8.7±3.0 秒であ
った。
　対象者のグループ化と特徴の抽出
クラスター分析により対象者 58名は、
2つのグループに分類された。2つのグル
ープをA、B群にすると、A群に集まった
対象者は 47名で B群に集まった対象者
は 11名であった（図 1）。２群における介
護予防教室開始の各評価項目の結果を
表 1に示し、以下に群別の特徴を示した。
年齢は、A群が平均 78.2±6.9 歳、B群

が平均 71.7±4.0 歳であり t 検定の結果に
て有意な差を認めた。性別の割合は、A群
は男性 5名、女性 42名であり、B群では
男性 1 名、女性 10 名でありχ2 検定にて
有意な差がなかった。右握力は、A群が平
均 20.4±5.4kg、B 群が平均 26.6±5.3kg
であり t 検定の結果にて有意な差がなかっ
た。左握力は、A群が平均 19.6±5.8kg、
B群が平均 25.4±6.6ｋｇであり t 検定の
結果にて有意な差を認めた。右片脚立位は、
A 群が平均 7.9±8.6 秒、B 群が平均 
73.8±32.6 秒でありWelch の補正による 
t 検定の結果にて有意な差を認めた。左片
脚立位は、A群が平均 8.7±10.0 秒、B群
が平均 71.5±30.8 秒でありWelch の補正
による t 検定の結果にて有意な差を認めた。
CS ３０は、A 群が平均 15.8±3.9 回、
B群が平均 20.5±4.4 回であり t 検定の結
果にて有意な差を認めた。TUGは、A群
が平均 9.0 ±3.2 秒、B群が平均７.２ ±０.
９秒であり t 検定の結果にて有意な差を認
めなかった。以上の結果から、各グループ
の特徴として、A群は、年齢が高く、筋力、
バランス能力が低い「高齢・運動機能不良
群」であった。B群は、年齢が低く、筋力、
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バランス能力が高い「非高齢・運動機能良
好群」であった。
各群の活動状況
2群における活動状況に関する各評価

項目の結果を表 2に示した。一人で電車や
バスを利用して外出をしている割合は、
A群は「はい」42名、「いいえ」５名であ
り、B群では「はい」11名、「いいえ」
０名でありχ2検定にて有意な差がなかっ

た。日用品の買い物をしている割合は、
A群は「はい」45名、「いいえ」2名であ
り、B群では「はい」１１名、「いいえ」
０名でありχ2検定にて有意な差がなかっ
た。階段を手すりや壁をつたわらずに昇っ
ている割合は、 A群は「はい」22名、「い
いえ」25名であり、B群では「はい」
１１名、「いいえ」０名でありχ2検定にて
有意な差を認めた。15分連続歩行をして
いる割合は、A群は「はい」39名、「いい
え」8名であり、B群では「はい」１１名、
「いいえ」０名でありχ2検定にて有意な差
がなかった。この 1年間に転んだことがあ
る割合は、A群は「はい」11名、「いいえ」
36名であり、B群では「はい」3名、「い
いえ」8名でありχ2検定にて有意な差が
なかった。転倒に対する不安がある割合は、
A群は「はい」33名、「いいえ」14名で
あり、B群では「はい」3名、「いいえ」
8 名でありχ2 検定にて有意な差を認め
た。

考察
クラスター分析により 58名の対象者は

大きくA、Bの 2群に類型化された。各群
の特徴として、A群は、年齢が高く、筋力、
バランス能力が低い群であった。B群は、
年齢が若く、筋力、バランス能力が高い群
であった。加齢により筋力や平衡性および
反応時間は他の体力要素と比べると低下が
著しく（4）、下肢筋力の低下は転倒の危険
性を上昇させると報告されている（8）。転
倒の危険性があるカットオフ値として、片
脚立位は 5秒以下（9）、CS30 は 14.5 回
以下（10,11）、TUGは 13.5 秒以上(12)
であると報告されている。本研究の対象者
における片脚立位、CS３０、TUGの結果
は、2群共に片脚立位時間、CS30 は転倒
リスクとなるカットオフ値よりも高値であ
り、、TUGは転倒リスクとなるカットオ
フ値よりも低値であった。また、2群の間
では、筋力やバランス能力に差を認めたが、
日常での歩行連続時間や外出頻度（一人で
電車やバスを利用しての外出、日用品の買
い物）は差を認めなかった。このことから、
A群のように年齢が高く、筋力やバランス
能力が低くても移動能力（TUG）が比較的
高く保たれていれば、B群と同様な外出や
買い物が可能であることが明らかになっ
た。 一方、 移動能力が同様でも下肢筋力
やバランス能力が低いと、手すりを使用し
ないで階段を昇ることが難しく、また、転
倒に対する不安を持つものが多いことが明
らかになった。これらの活動状況を改善さ
せるためにA群に属する高齢であっても
下肢筋力を十分にトレーニングすることに
よって、バランス能力の改善、階段昇降動
作能力の改善、転倒に対する不安を軽減さ

図１　クラスター分析の結果

縦軸の数字は被験者を示す。 横方向は、クラスタ

ーが結合した距離を示す。対象者 58名は２つのグ

ループに分類された。
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せる可能性があると考えられた。また、
A群に属するような参加者では、下肢筋力
やバランス能力が低く、転倒の危険性や段
差・階段昇降などの応用歩行動作の低下が
予想されることから、教室の運動内容も、
これらの動作に類似した運動などを取り入
れ機能の維持・向上に務めることが重要で
あると考えられた。一方、B群に属するよ
うな参加者でも 1年以内に転倒している者
や今後の転倒に対する不安をもっている者
もいることから、加齢に伴う筋力低下、バ
ランス能力低下を予防し、現在の活動状況
を長期的に保つように支援することが重要
であると思われた。　
高齢者への介護予防の充実は、重要な課

題である。しかし、同様の介護予防プログ
ラムを実施しても、筋力、バランス能力、
移動能力の運動機能の程度によって得られ
る効果が異なる。これらに関して、一見個
別に応じた運動指導が重要であると思われ
る介護予防事業であるが本研究における対
象者は、一定の類型をし、参加者の背景や
特徴からどの類型に属するかを判断するこ
とで、類型ごとの運動処方が提供できると
思われた。本研究では、介護教室の初日に
任意に申し込まれた参加者の年齢、3つの
運動機能の程度で対象者の特性を把握
し 2群に分けることで、現状の運動機能や
活動状況を把握できる一定の結果を得た。
今後、これらの研究を続けることで本研究
の方法が現状把握を正しく反映できるか立
証していく。また、今後の課題として、今
回の特性を踏まえて下肢筋力やバランス能
力を改善できるような運動プログラムを継
続的に実施し、経時的な変化や年齢による
介入効果の差についても検討していく。
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Summary
Objective:  This study aimed to construct a typology of participants in a long­term care 
prevention class using cluster analysis and to examine whether certain types were 
associated with differences in activities of daily living (ADL) characteristics.

Method:  The subjects were 58 participants in a long­term care prevention class held 
at our hospital. Cluster analysis was used to group subjects based on their 
performance on several fitness tests at the time of class enrollment: grip strength, 
one­leg standing, 30­second chair stand, and timed up and go (TUG). Next, the types 
generated were evaluated for associations with ADL­related items on a questionnaire 
given at enrollment.

Results:  Cluster analysis grouped subjects into two broad groups: Group A and Group 
B. The mean age and TUG results were significantly lower in group A than in group B 
(p<0.05). The mean one­leg standing results and CS30 were significantly higher in 
group A than in group B (p<0.05). Group A participants (n=47) tended to be older with 
poor motor function, while Group B participants (n=11) tended to be younger with 
good motor function. In terms of ADLs, Group A contained fewer participants who 
could climb the stairs without holding a handrail or wall for support and more 
participants who were worried about fall risk (p<0.05).

Conclusion:  This study found a typology of elderly participants in a long­term care 
prevention class based on age, motor function at enrollment, and ADLs.

Keywords: Long­term care prevention class, Participants, Cluster analysis, 
Activities of daily living

Corresponding Author:
E­mail: y­hirano@nims.ac.jp


